
・認定申請区分（該当する方にチェック） 単一事業者（兼業なし）又は兼業者１ 兼業者２

１．企業全体　＜単一、兼業者①②＞ ※減少率や割合はすべて小数点第2位以下切捨

最近３か月間※元号は不要 年 月 年 月 年 月

売上高 円 円 円 Ⓒ 円

営業利益 円 円 円 円

営業利益率 Ⓐ ％

上記に対応する前年同期 年 月 年 月 年 月

 売上高 円 円 円 円

 営業利益 円 円 円 円

営業利益率 Ⓑ ％

％

※Ⓑがマイナスの場合でも、分母は絶対値（マイナスを取った値）を用いて計算（例：|-10|＝10）

２．指定業種　＜兼業者②のみ＞

最近３か月間※元号は不要 年 月 年 月 年 月

売上高 円 円 円 c 円

営業利益 円 円 円 円

営業利益率 a ％

上記に対応する前年同期 年 月 年 月 年 月

売上高 円 円 円 円

営業利益 円 円 円 円

営業利益率 b ％

％

※bがマイナスの場合でも、分母は絶対値（マイナスを取った値）を用いて計算（例：|-10|＝10）

％
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中小企業信用保険法第２条第５項第５号（ハ）の認定申請にかかる売上高等内訳書

　上記及び添付資料の内容について、事実と相違ありません。

　また、営業利益率の減少は、為替相場の変動や人手不足等、

　外的要因により原材料費や人件費等が増加したためです。

　本書類は、認定申請書に記載する売上高等の内訳書として提出して下さい。申請には、月別で売上高や販管費の明細が確
認でき、売上高営業利益率（以下「営業利益率」）が算出できる試算表が必要です。　また、営んでいる複数の業種が指定業種
と非指定業種の方（兼業者②）は、指定業種ごとに上記が確認できる月別試算表も必要です。

　単一・兼業者①の場合は１が、兼業者②の場合は１・２とも営業利益率が下表の状況にあることが必要です。また、兼業者
②の場合は最近３か月間における全体の売上高等に占める指定業種の売上高等の割合が５％以上必要です。

最近３か月間における全体の売上高等に
占める指定業種の売上高等の割合

 　　c／Ⓒ　×　１００ ≧　５　％

≧　２０　％

（３か月間の営業利益）／（３か月間の売上高）×100　

（３か月間の営業利益）／（３か月間の売上高）×100　

指定業種の
営業利益率の減少率

最近３か月間計

（３か月間の営業利益）／（３か月間の売上高）×100　

最近３か月間計

前年３か月間計

（３か月間の営業利益）／（３か月間の売上高）×100　

企業全体の
営業利益率の減少率

 　　　　Ⓑ－Ⓐ
　　　　 |Ⓑ|

×　１００

前年３か月間計

≧　２０　％
 　　　　b－a
　　　　 |b|

×　１００

　住　所
（個人は住民票の現住所）

　企業名
（個人は屋号、法人は商号）

　代表者職・氏名
（法人は登記の職・氏名）

５号（単一・兼業者①、兼業者② 売上高営業利益率） 窓５ハ

営業利益率の推移

＋から＋、―から―

＋から―、０から―

―から＋

減少率が２０％以上で対象

全て対象

対象の適否

全て対象外


